
 

 
 

令和８年 １月～３月議員活動・議会活動 

（総務産業＝総務産業常任委員会  文教厚生＝文教厚生常任委員会） 
 
１月 

６日 新年交礼会 

９日  議会のあり方調査委員会 

１１日  はたちのつどい 

１６日 臨時会議 

２２日 総務産業 

２８日 高校生議会傍聴 

      議会のあり方調査委員会 

２月 

３日 総務産業・文教厚生合同委員会 

５日・６日 町政懇談会 

２１日 地域おこし協力隊活動報告＆映画上映 

２４日 臨時会議 

 

 

 

３月 

３日 定例会初日 

１１日～１２日 予算審査特別委員会 

１８日 定例会議 

 

 

 

 

片山よしひろ 意見交流会 

目的 集まった声をもとに議会での訴えや取組に生かします。 
  
連絡方法 

事前連絡と時間調整が必要で、場所は大通６丁目事務所です。 

Facebook、公式ウェブサイト、はがき、公式 LINE(@522ctnxg)、 

大通事務所（大通６丁目さくら書房店舗内）に直接お越しいただいても OKです。 
 
 

定例会 予算審査特別委員会の記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

片山よしひろ 活動報告（池田町議会議員） 
～町民の声を力に、声を議会に届けます～ 

令和８年４月 No.１５（おもて） 

未来を見すえた町づくりを 

✅ 池田高校が存続するための活動を推進します。 

✅ 未来への投資の充実を訴え、子どもや子ども

がいる家庭に向けた支援を推進します。 

✅ 互いに助け合う地域社会づくりを推進します。 

 

池田町議会議員 

片山 よしひろ 

池田町議会議員 片山 よしひろ 

TEL 090-6265-3528  https://ktym.info/ 

公式LINE（@522ctnxg）や、Facebookや公式サ

イトからのメッセージでもお問い合わせ頂けます。お

電話でのお問い合わせは承れません。 

片山よしひろ公式 

ウェブサイトはこちら→ 

池田町議会チャンネル 

Q1. 森林環境譲与税が１，６００万円ほど使われず積みあ

がるが、何か意図があるのか。 

→事業量は毎年、事業者への聞き取りにより見込んでおり、

人手確保の状況によって増減する。今年度の減額はその調

査結果によるもの。差額についても余剰とは考えておらず、

潜在的な需要も含め、依然として事業量は逼迫していると認

識している。 

 

Q2. 自治大学校への派遣は、隔年で実施する方針と認識し

ている。今年度は計上されるはずだが、されていない理由は。 

→ 対象となる４０代後半の職員が少ないこと、また派遣期

間中に係長等が不在となり業務に支障が生じた事例がある

ことから、今回は見送る判断とした。派遣経験者が帰町後に

知識やスキルを発揮している実績もあり、９年度以降は、派

遣年齢の見直しも含め、改めて検討していく考えである。 

 

Q3. 池田高校支援補助金について。 

Q4.高校魅力化支援補助金を、総合学科の特色を生かした

事業にも活用できるような使い方は検討していないか。 

→当該補助金は留学関連の支援に特化しており、総合学科

の特色事業への支援は想定していない。一方、総合学科支

援補助金の中で、探究授業や学校活動への支援として対応

している。例えば、移動手段の確保など、活動を支える側面

支援としての活用を想定している。 

Q5. 公営住宅リノベーション事業補助金について、新たに

利用促進に向けた取り組みは。 

→リノベーション補助金は工事を伴うため利用が進まず、令

和７年度は問い合わせなど少数にとどまった。制度の分かり

にくさを受け、パース図で周知を強化した結果、相談は増

加。今後は町外も含めた PRを行い、活用促進を図る。 

 

Q6. 高齢者等熱中症対策エアコン購入補助金３０件の算

定根拠と、単年度か継続事業かについて。 

→町内の介護事業所やケアマネージャーが関わっている

方々の設置状況などを参考に、おおむね６割程度の設置率

を踏まえた上で暫定的に設定した。事業期間は、長くても３

年程度を想定している。初期段階での普及を重視し、申請

件数が３０件を超える場合には、補正予算等で対応し、でき

るだけ速やかに設置が進むよう対応していきたい。 

 

Q7. 子どもの居場所づくり活動支援補助金の予算を20万

円とした根拠は。 

→本補助金については、令和７年度と同様に、１団体あたり

上限１０万円としており、２団体２０万円を予算計上している。

７年度は１団体のみの利用だったが、８年度は 

新たな団体の参入も想定 

し、２団体分計上している。 



 
 
 

一般質問の記録（抜粋）は、９割以上の内容を削っています 。詳しい内容は、片山よしひろ公式ウェブサイトをご確認ください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

現在の取組内容 

● 奨学金返済支援制度 

● 防犯力の向上 

● おむつ定期便 

● 学校給食の地産地消促進 

● 池田町産品を活用した商品開発の支援強化 

...など未完了７３種 (３月末) 

片山よしひろ 活動報告（池田町議会議員） 
～町民の声を力に、声を議会に届けます～ 

令和 8年４月 No.１５（うら） 

片山よしひろ公式ウェブサイトはこちら→ 

Q8. 公衆浴場確保対策事務事業は一時的な措置か、今後

も継続的な対策として位置づけていくのか、その考え方は。 

→今回の措置は、公衆浴場が閉鎖されることを受け、公衆衛

生の観点から緊急的に対応せざるを得ない状況となったた

め、まずは速やかな対応として実施するもの。現時点では、公

費補助のあり方に具体的な計画は定まっていないが、町民の

公衆衛生および生活環境の確保を最優先に、今後の対応に

ついて検討していきたい。 

 

Q9. 小型ごみステーション設置補助金は実績を踏まえた設

定だと思うが、この金額設定の根拠は。 

→主な目的は収集作業の効率化、有害鳥獣対策、地域コミュ

ニケーションの促進である。実績は現在時点で少数にとどま

る。利用が低調な理由は、従来の戸別排出に対する利便性の

高さ、共同管理への不慣れ、取りまとめ役の不在、そして周知

不足が挙げられる。今後は周知の強化を図り、段階的に普及

を進めていきたい。 

 

Q10. 有害鳥獣被害補償保険はどの範囲で、どのようなもの

が補償されるのか。 

→緊急捕獲の実施に伴い発生する損失について、通常生じ

得る損失を市町村が補償するための費用を補填するもの。跳

弾等による建物や自動車の破損、建物損傷による営業停止

に伴う逸失利益、道路の破損などを想定。市町村に損害賠償

責任がある場合は対象外となり、通常の賠償責任保険で対

応する。対人事故は国家賠償法にもとづき対応される。 

 

Q11. 森林教育委託料、大幅減額について 

Q12. 森林教育委託料、成果を踏まえた減額への疑問 

Q13. 森林教育委託料、減額の妥当性の基準 

Q14. 災害対策運営事務事業にある保存水、冬季間は凍結

の可能性について対応は問題ないか。 

→検討の結果、清見の農業技術研究所の２階に、クリーンルー

ムとして温度変化が少ない環境があることから、既に一部の備

蓄品を保管している。まだ空きスペースがあるため、令和８年度

にまず１年目として購入を予定している。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

池田町議会議員 

片山 よしひろ 

公式LINE（@522ctnxg）や、Facebookや公式サ

イトからのメッセージでもお問い合わせ頂けます。お

電話でのお問い合わせは承れません。 

池田町議会議員 片山 よしひろ 

TEL 090-6265-3528  https://ktym.info/ 

ここ！ シリーズ ２４  

～ 高齢者等熱中症予防対策エアコン購入費補助（R７.９月一般質問） 
 

令和８年４月から「夏季の熱中症発症を未然に防ぎ、高齢者

の安全で安心な暮らしを支援するため、自宅にエアコンがな

いご高齢のかた等を対象に」エアコン購入・設置費用の一

部が補助されます。申請はエアコン設置工事開始前に必要

です。 
 

近年、猛暑の影響により、特にご高齢の方を中心に、熱中症

による体調悪化や、場合によっては命に関わる深刻な事例も

発生しています。中には経済的な理由からエアコンの使用や

設置を控えざるを得ないケースも見受けられます。 
 

こうした現状を踏まえ、本制度は命を守るための重要な支援

策です。対象となる方におかれましては、ぜひこの機会に制

度をご活用いただき、安全で安心な夏をお過ごしいただきた

いです。設置工事は、町内事業者への依頼についてもご検

討いただければ幸いです。 

ここ！ シリーズ ２５ ～ トライアルショップ 
 

数年前より声のあったトライアルショップの場として、民間によ

る運営が始まりました。さくら書房大通店舗における「チャレ

ンジ店舗事業」です。 
 

なお、本事業は私自身も関わりながら運営しているものです

が、地域の中で新たな挑戦を後押しする仕組みの一つとして

位置付けています。 


